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1. はじめに

さまざまなキャッシュレスサービスの中でも電子
マネーの普及はめざましいものがあります。クレジ
ットカードの利用は収入や年齢による制限があり、
デビットカードの利用には銀行口座が必要です。そ
れに対して電子マネーは利用には特別な制限がなく、
未成年者を含む誰もが利用できるという特徴があり
ます。電子マネーはコンビニエンスストアやスーパ
ーなどで日常的に利用され、クレジットカードに比べ
少額ですが頻繁に利用される傾向も現れています。

最近の電子マネーはニーズに応じて種類が増え、
利用できるお店やインターネットショップ、オンラ
インゲームなども広がり、より便利になりました。
その一方で消費者がそのしくみや使い方を理解でき
なかったり、簡単に購入できる電子マネーの特徴を
悪用する詐欺も増えています。

筆者が実施した大学生のアンケート＊1では、学生
の96.8%がIC交通乗車券を日常的に利用していると
答えています。また、スマートフォンで通常利用する
支払手段を聞く問いに対し、iPhoneを利用する学生
の37.3%がApple Inc.によるiTunesギ フトカード を、
iPhone以外のスマートフォンを利用する学生の25.5%
がGoogleLLCのGoogle Play ギフトカードをコンビニエ
ンスストアで購入して利用していると回答しています。

若年層は店舗ばかりでなく、スマートフォンでも
積極的に電子マネーを利用しています。近年電子マ
ネーの利用形態が大きく変化してきていることを理
解しておくべきです。

2. 電子マネーの概要 

1） 電子マネーとは

   「電子マネー」とは電子的に保存された残高（貨幣
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価値を示すデータ）を使った支払手段の総称で、法
律などで厳密に定められた用語ではありません。日
本では金融庁が管轄する「資金決済に関する法律」

（資金決済法）に基づき、同法律に定められる「前払
式支払手段」に分類されます。

前払式支払手段という用語は難しい印象がありま
すが、簡単にいえば一定の残高をもつ電子マネーを
事前に購入し、商品の支払いなどに充てるサービス
を指しています。例えば千円分の残高を持つ電子マ
ネー「Suica」を駅で購入しコンビニエンスストアで
の支払いに使う、という使い方が典型例です。Suica
のように残高を後で購入して積み増すことができる
ものもあります。

電子マネーはクレジットカードなどと同様キャッ
シュレスサービスの一つに位置付けられますが、利
用者が代金を実際に支払うタイミングが異なりま
す。電子マネーは事前に代金を払う「前払い」である
のに対し、クレジットカードは事後に支払う「後払
い」、銀行口座残高で支払うデビットカードは「即時
払い」となっています。（図 1）

図 1　電子マネーとクレジットカードの違い
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2） 電子マネーの種類

電子マネーはもともと IC カードを用いたものに限
定していましたが、最近はプリペイドやギフト（い
ずれも前払式支払手段）なども電子マネーと呼ぶよ
うになりました。さまざまな種類がありますが、大
きく次の二種類の方式に分かれます。
①残高がカード自体に記録されているもの
②�残高が電子マネー発行会社が管理するサーバーに
記録されているもの
残高がカードに記録されているものには、ペッ

トカードと呼ばれる薄い磁気カードを用いた「磁気

型」、交通乗車券などの「IC 型」などがあります。そ
れに対し、残高が発行会社が管理するサーバーに記
録されているものは、「サーバー型」に分類されます。
サーバー型は ID 番号が振られ、インターネットや
スマートフォンから ID 番号を入力して支払います。

（図 2）

図 2　電子マネーのさまざまな種類
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次に、代表的な電子マネーについて説明します。
⃝交通系電子マネー（IC 型）

Suica、PASMO などの交通系電子マネーは IC カー
ドを用いており、基本機能は電車、バスなどの乗車
券です。電子マネーはその付加サービスとして提供
されています。首都圏の都市部などでは通勤や通学
に多くの人が利用しており、通勤 / 通学途上、駅構内

（駅ナカ）のお店から出勤先や登校先近くのコンビニ
エンスストア、スーパーなどで便利に利用できます。

交通系電子マネーは全国各地の鉄道事業者ごとに
たくさんの種類がありますが、いずれもほぼ同様な
サービスです。
⃝流通系などの電子マネー（IC 型）

大手流通業が発行する電子マネー（例：WAON、
nanaco など）は、系列のコンビニエンスストアや
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スーパーなどで利用できます。流通業の系列を問わ
ず、さまざまなコンビニエンスストアやスーパーな
どでも利用できる電子マネー（楽天 Edy など）もあ
ります。

大手流通業による電子マネーは利用できる店舗が
特定の系列店舗に限られるという制限はあります
が、利用の際にキャッシュバックやポイントがもら
えるなどのメリットがあります。系列店舗での利用
を優遇することで顧客を囲い込む効果も狙っていま
す。
⃝サーバー型電子マネー

近年、大手インターネットショップで使えるもの
や、スマートフォンでゲームなどの有料サービスを
利用するための「サーバー型電子マネー」が増えて
います。利用は電子マネーに個別に振られた ID 番号
を使って支払うため、カードは必要ありません。残
高は発行会社のサーバー上に記録され、管理されて
います。

事 例 と し て、Amazon で の 購 入 に 利 用 で き る
Amazon ギフト券、iPhone で利用できる iTunes ギフ
トカード、GoogleLLC の OS＊ 2 が搭載されたスマー
トフォンで利用できる Google Play ギフトカードな
どがあり、パソコンやスマートフォン、コンビニエ
ンスストアでも購入できます。

3. 資金決済法の概要

1） 電子マネーを規制する資金決済法

資金決済法は電子マネーなどの前払式支払手段を
発行する事業者（前払式支払手段発行者）を規制し
ています。カードの有無や方式の違い、利用店舗の
範囲などにより分類されています。同様な支払手段
でも、自治体が発行するものや博物館の入場券など、
前払式支払手段に含まれないものもあります。発行
者が運営する店舗やインターネットショップに限定
して利用できる場合は「自家型」、発行者に限定せず
第三者が運営する店舗やインターネットショップ

（加盟店）でより広く利用できる場合を「第三者型」
として区別しています（図 3）。

図 3　自家型と第三者型の違い
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発行者が利用者に重要な項目を誤解のないよう知
らせることはとても重要です。当然のことながら、
利用者も電子マネーのカードなどに記載されている
各項目を読んで理解した上で利用すべきです。

カードがある電子マネーでは、重要な項目はカー
ドの裏面に記されています。しかし、最近はサーバ
ー型のようにカードのないものや、カードがあって
も記載するスペースが限られるものも増えてきま
した。そこで、購入時に電子メールで告知したり、
ウェブサイトで告知することも認められています。 
一般社団法人日本資金決済業協会（資金決済法によ
り認定された認定資金決済事業者協会）のウェブサ
イトに告知すべき項目が表示されている電子マネー
もあります。利用者自ら事前にメールやウェブサイ
トの情報を確認しておくことが重要です。

3） 規制内容に関する注意事項（払い戻しが原則禁止）

前払式支払手段を理解する上で注意すべき点があ
ります。それは、電子マネーの発行が停止され利用
できなくなる場合を除き、原則として残高の払い戻
しが禁止されていることです。発行者に払い戻しを
依頼しても断られ、残高を使い切るように言われる
ことがあるのはこのためですが、不親切に感じる利
用者もあるかもしれません。電子マネーはあくまで
商品やサービスを購入するためのサービスで、現金
を引き出すこと（払い戻し）が目的ではありません。
残高を自由に払い戻しできるようになると、資金移
動や為替行為とみなされ、前払式支払手段とはいえ
なくなる可能性があるからです。しかし、この制限
に関しては一部に例外が認められています。例えば
交通乗車券は資金決済法が施行される前から未使用
の乗車券の払い戻しが認められていたため、カード
を使用停止する場合などは利用者に残高を払い戻し
しています。しかし、あくまでこれは例外として特
別に認められた運用です。

4. 電子マネーが絡む消費者問題の例

サーバー型の電子マネーはコンビニエンスストア
などで手軽に購入できることから、このしくみを悪
用した詐欺も発生しています。他人をだましてコン
ビニエンスストアで電子マネーを購入させ、ID 番号

を盗み取るという手口（プリペイドカード詐欺）で、
サーバー型電子マネーの大きな課題となっています。

事例 ●1  コンビニで電子マネーを買ってきて！

スマートフォンやパソコンの画面に「利用料金
が未納」「裁判になります」「示談金が必要です」
などと表示され、問い合わせ先に連絡したら、
コンビニエンスストアで電子マネーを買って
ID番号を連絡するようにいわれた…。

プリペイドカード詐欺の手口は巧妙で、被害者も
若年層から中高年層までとても幅広い傾向にありま
す。インターネットやスマートフォンの画面に現れ
たメッセージに驚き、あせって画面に表示された連
絡先に電話をかけると、サーバー型電子マネーをコ
ンビニエンスストアで購入し、ID 番号を連絡するよ
うに指示されます。コンビニエンスストアで購入で
きる電子マネーの額面は高くても数万円程度なので
すが、一度 ID 番号を連絡すると「和解手続きが必要」
などと次のステップを指示され、次から次へと電子
マネーの購入を繰り返してしまいます。実際に被害
額が数百万円に及ぶ事例も発生しています。

最近ではコンビニエンスストアで電子マネーを購
入しようとすると、レジの画面などに警告のメッセ
ージを表示するなどして注意を促していますが、依
然として被害は発生しています。
   「利用料金が未納」「裁判になります」「示談金が必
要です」などのメッセージには騙されないよう注意
してください。

事例 ●2  子供が親に無断で課金！

子どもがスマートフォンでオンラインゲーム
を利用し、親に無断で課金をしていたことが分
かった。その際の支払いに電子マネーを購入し
つづけ、高額の請求があった。

オンラインゲームを利用して親に無断で課金し、
歯止めがきかなくなり親の携帯電話利用料やクレジ
ットカードに高額の請求がきて発覚するという事
例が増えています。オンラインゲームで利用できる
電子マネーにはたくさんの種類がありますが、多く
の場合購入の際にキャリア決済（携帯電話の料金と
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あわせて請求される方式）やクレジットカードで支
払うことができます。キャリア決済の場合は親がま
とめて支払う契約も多く、気づかないうちに子供が
高額利用してしまうこともあります。また、子供が
スマートフォンに親のクレジットカード番号を登録
し、電子マネーを購入し続ける事例も増えています。
損害額は増加傾向にあり、数十万から百万円を超え
る事例も出ています。

このようなトラブルを防ぐには、日頃から親が子
供のスマートフォンの利用状況を常に気にかけてお
くことが重要です。

5. サービスの多様化と課題

最近ではスマートフォンに電子マネーの機能を設
定し、お店ではカードの代わりにスマートフォンを
読取機にかざして支払うサービス（アプリ）も増え
ています。スマートフォンさえあればお財布も不要
なため便利なサービスと言えます。

1） 電子マネーの残高管理

通帳や利用明細が発行される銀行口座やクレジッ
トカードと異なり、電子マネーには利用明細がなく、
あっても直近の利用履歴しか見れないものがありま
した。しかし、小遣い帳アプリを使うことで、銀行
口座やクレジットカードと同様に利用状況を把握す
ることも簡単にできるようになりました。

2） 個人情報の管理が課題に

電子マネーの発行者は利用者の消費動向などを把
握しているので、そのような情報をマーケティング
などの目的で活用することがあります。例えば交通
乗車券は利用者がどこから来て何を買ったか、など
の情報を把握できます。利用者は電子マネーの利用
履歴が発行会社に記録されており、その情報が何ら
かの目的で利用される可能性を認識すべきです。そ
れでも、消費者が交通乗車券や電子マネーを使わず
に生活することが困難になってきているので、事業
者には適正な個人情報の管理と利用が強く求められ
ます。

小遣い帳アプリは個人の資産や消費傾向を把握し
ており、万一アプリの運営会社のサーバーから情報

が漏洩すれば深刻な問題になります。運営会社は金
融機関と同様厳重にセキュリティ対策を行ってい
ますが、利用者は大切な個人情報を事業者に預けて
いることを認識しておくべきです。ID ／パスワード
管理も重要です。パスワードの使い回しをしないな
ど、今後は管理をより厳格化していくよう利用者自
ら習慣づけていくべきです。

6. 最後に

日本は、2025 年までに現金に対してクレジットカ
ードや電子マネーなどの「キャッシュレス」で支払
う比率を 4 割にまで高めようとしています。電子マ
ネーはクレジットカードなどと共に今後ますます重
要な役割を担うようになってくるでしょう。

特に若年層は多様な電子マネーやスマートフォン
の便利なアプリなどを柔軟に受け入れていくでしょ
う。

こういう時代に消費者にとって最も大切なこと
は、新しいサービスに正しく対応できるように充実
した啓発活動や教育体制が必要になってきます。電
子マネーを利用する際には注意事項をきちんと読
み、特徴や注意点をよく理解した上で使うこと。そ
して自分の消費スタイルや行動パターンにあった電
子マネーを選び、それを正しく利用するよう心がけ
ることが重要です。

＊ 1　関東学院大学・経済学部、経営学部の学生（筆者の講義「e ビ
ジネス事情」受講生、回答数 125、キャンパスの所在は横浜
市）

＊ 2　GoogleLLC がスマートフォンのために設計・開発した基本
ソフトウェア。アンドロイドとも呼ばれている。
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平成29年度

東京都消費生活総合センター　活動推進課
国分寺市立第一中学校『学校向け出前講座』実施報告

1. 実施の概要　　　

東京都消費生活総合センターでは、国分寺市市民
生活部経済課との連携により、平成 27 年度から国分
寺市内の小・中学校において、出前講座を実施して
います。平成 29 年度は小学校 3 校、中学校 1 校で合
計 16 クラスにおいて実施しました。

このうち、国分寺市立第一中学校では、第 3 学年 6
クラスを 2 日間に分けて実施、合計 186 名に受講い
ただきました。

日　時：平成30年2月14日（水）
第3学年3クラス　各50分

平成30年2月21日（水）
第3学年3クラス　各50分

会　場：各教室�
テーマ：最新の悪徳商法の事例について

2. 内容

（1）依頼から実施までの経緯
前年 10 月に国分寺市市民生活部経済課からの依

頼を受け、希望のテーマに合わせて 2 名の東京都消
費者啓発員（コンシューマー・エイド）を選任し、代
表で 1 名の啓発員が担当の家庭科教諭と、内容の打
ち合わせを電話や FAX で行いました。

各日を担当する2名の啓発員同士も打ち合わせを行
い、同一の内容で講座を行えるように準備しました。

内容のご希望としては、「商品の購入に際して中
学生に向けた事例」「SNS 関連の事例」「未成年者取
消権（未成年者の責任）に関する内容」といったもの
でした。

（2）当日の内容
本稿では、2 月 14 日に実施した講座の内容を紹介

いたします。
ア　消費生活センターを知っていますか？
  「困ったことが起きたら一人で悩まずに消費生活
センターにまずは相談しましょう」と、国分寺市消

費生活相談室、東京都消費生活総合センターの電話
番号、全国共通の番号である「消費者ホットライン」
1
いやや

88 を紹介しました。
イ　契約ってなに？

契約と約束は違うことを、幾つかの事例をもとに
解説しました。また、契約はいつ成立するのかを学
ぶために、果物屋でリンゴを買う場合を想定し、お
店の方（売主）と買い物客（買主）のやり取りの中で
生徒に考えてもらいました。

具体的には、以下の 3 つの時点でどこが契約の成
立時点なのか、生徒に「○」の紙を挙げてもらいまし
た。

① お店の方が「あいよ」と承諾した時
② 買い物客がお金を渡した時
③ お店の方がリンゴを渡した時

生徒の回答で多かったのは②でした。講師から
「契約は申し込みに対して承諾した時に成立するの

で、①が正解です」と解説しました。
ウ　中学生の消費者トラブル

啓発員が作成した「ケータイで有料サイトに登録
しちゃった！」というタイトルの台本を使い、ロー
ルプレイを行いました。

生徒に、友人同士、有料サイトの業者、ナレータ
ーに扮してもらい、“間違って有料サイトに登録し
てしまい業者から料金が請求された ”という想定で
ロールプレイを行い、その対処法を学びました。

⃝東京都消費生活総合センターからのお知らせ　出前講座、出前寄席を学校で活用した事例紹介
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校長先生に飛び入りで有料サイトの業者役をして
いただいたクラスもあり、盛り上がりました。

また、クイズ形式で、クーリング・オフの適用に
ついてなど、いくつかの設問を投げかけ、生徒に

「○」か「×」か考えてもらいました。
最後に、啓発員作成の替え歌で「188」を再度復唱し

て、講座を締めくくりました。

3. 感想

講座終了後、生徒の皆さんから、以下の感想をい
ただきました。
● クーリング・オフが適用される場合とされない場

合があるので注意が必要である。
●  一人で悩まず、何かあったら消費者センターへ相

談する。
●� 契約が消費者と事業者との合意で成り立つという

ことが分かって良かった。
●  今回学んだことを家族や祖父母など周囲の人たち

にも伝えていきたい。
●  劇を見て、とても分かりやすかった。
●  ○×クイズなど参加型授業でとても楽しみながら

学ぶことができた。

4. さいごに

東京都消費生活総合センターでは、平成 29 年度に
「学校向け出前講座」（小・中・高・大学・専門学校等）

を 145 回実施、17,959 名に受講していただいており
ます。また、一般講座（講義形式）だけでなく、実験
講座も実施しています。

出前講座は、クラス別授業だけでなく学年集会や
セーフティ教室などでも実施しますので、消費者教
育にぜひご活用ください。

♦東京くらしWEB　出前講座（講師派遣）
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/
manabitai/de_koza/

1. 実施の概要

東京都消費生活総合センターでは、東京都立神代
高等学校との連携により、「5 月のセーフティ教室」
の一環として、下記のとおり出前寄席を実施しまし
た。当日は全校生徒 829 名に受講いただき、消費者
問題をテーマに楽しく学んでいただきました。

日　時：平成30年5月2日（水）
9：30 ～ 10:30

会　場：調布市グリーンホール　�
演　目：漫才「ネット社会の落とし穴」

落語「甘い誘いにゃ罠がある」
「気軽に学ぶ消費者教育推進法」　

2. 内容

（1） 実施までの経緯
毎年、学校ではセーフティ教室を開催し、全校生

徒に SNS のトラブル、詐欺のさまざまな手口等を

調布市グリーンホール　大ホール

平成30年度

東京都消費生活総合センター　活動推進課
東京都立神代高等学校『セーフティ教室』実施報告
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〒162-0823　新宿区神楽河岸1-1　☎ 03-3235-1157
東京都消費生活総合センター

テーマとした啓発を行っています。　
今年度は、寄席で消費者教育を行う視点で、12 月

に学校からの申し込みを受け、電話や訪問により、
担当の主幹教諭と当日の運営等について詳細な打ち
合わせを行いました。

（2） 当日の体制

事前準備や当日の音響、落語の高座設営等は、生
徒が中心になって運営されました。出前寄席終了後
は生徒総会が行われ、後日生徒に感想を書いてもら
いました。

3. 受講された生徒の感想

●  消費者としてどうあるべきかをしっかり考える必
要があると思いました。商品 1 つにしても、お金 1
円にしても、大きな問題につながりかねないこと
を知り、私たち消費者も軽く考えてはならないと
感じました。これから社会に出ていく中で、小さ
なことでも軽く受け止めず、一つひとつのことに
しっかり責任を持っていきたいです。

●  体裁の良い言葉には必ず裏があることを改めて実
感させられました。事業者と個人の関係以外に、
身近な人間同士の間にも悪質商法が及んでいるこ
とに驚きました。確かに自分の近しい人が言うこ
とほど、信憑性を感じると思います。そのことで、
トラブルから身を守るために常に疑ってかかるこ
とが大切な一方、簡単に人を信じられなくなる悲
しい現実もあります。少しでも怪しいと思ったら、
相談すべきだと感じました。

4. 学校の感想

総合的な学習の一環として、毎年 5 月の初めに、
全校生徒を対象にセーフティ教室を実施していま
す。例年、薬物、インターネットの危険性などの講
演を実施していましたが、今回は、現代社会の消費
者への罠を、漫才と落語によって語っていただくと
いう新鮮でわかりやすく、有意義なセーフティ教室
となりました。

現在、全面改築のために体育館がなく、全校生徒
が集まれる貴重な機会に、生徒中心に準備をし、こ
の企画を実施できたことは、演者はもとより、関係
の皆様のおかげと感謝しています。

（都立神代高等学校主任：樋口教諭）

5. さいごに

今回、出前寄席を活用いただくことで、生徒の
方々に、漫才や落語を通して悪質商法の手口とその
対応策を楽しく分かりやすく伝えることができたと
思います。

♦東京くらしWEB　出前講座（出前寄席）
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/
manabitai/de_yose/

演   目

無料サイトやゲームサイトからアダルトサイト
につながり、高額な料金を請求された事例や、
ネットオークションで代金を振り込んだ後に連
絡が取れなくなってしまった事例など、若者に
多いネットのトラブル事例を紹介し、怪しいサ
イトの見分け方や自衛方法などを教示します。

学生が消費者被害に陥りやすいマルチ商法な
ど、さまざまな手口を紹介し、「甘い誘いには罠
がある」と示唆します。また、演者による家族の
日常会話を通じて、契約の成立条件、持続可能な
社会に向けての消費行動、フェアトレードなど
について、消費者教育推進法を背景に、自立した
消費者の育成が大事であることを教示します。

出前寄席ユニットアクトリー

立川平林さん

「ネット社会の落とし穴」漫  才

「甘い誘いにゃ罠がある」�
「気軽に学ぶ消費者教育推進法」落  語


